
治水への影響評価と適応策に関する
研究・技術開発（＋流域治水）
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現況の施設状態
（2℃上昇気候下）

適応策（当面）の実施後
（2℃上昇気候下）

現況の施設状態
（現在気候下）

「北海道地方における気候変動を踏まえた治水対策技術検討会 中間とりまとめ資料」より抜粋



本省倍率
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降雨量変化倍率

第4回気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会資料
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各
指
標
値

（
全
国
一
級
水
系
中
央
値
）

16％増 24%増 95%増
1.87%増

雨量倍率
α

流量倍率
QF/QP

河川整備労力
倍率VF/VP

氾濫発生確率
倍率 PF/PP

各気候モデルのα，QF /QP，VF /VP，PF /PP （全国一級水系中央値，将来）

・１割の降雨増は氾濫の発生しやすさを約２倍増加（例えば1/100→1/50）
・このような増加への対処には今後、約１．６倍の労力が必要

※黄色枠内に示し
た倍率は4モデル

の中位予測値の
全国一級水系
平均値（河川整備
労力比については
同値が極端に大き
い水系（(VF/VP‐
1)/(α‐1)が20以上

の水系）を除いて
平均）。（グラフ中
の赤線に対応）

β γ εα
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約12倍

約６倍



②被害対象を減少させるための対策

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、
「流域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含
めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

「流域治水」の施策のイメージ

①氾濫をできるだけ防ぐ ③被害の軽減・早期復旧・復興

集水域

（氾濫水を減らす）
「粘り強い堤防」を目指し
た堤防強化等
⇒ 国・県

（持続可能な河道の流下
能力の維持・向上）
河床掘削、引堤、砂防堰
堤、雨水排水施設等の整
備 ⇒ 国・県・市

（流水の貯留）
利⽔ダム等において貯留
⽔を事前に放流し洪⽔調
節に活⽤ ⇒ 国・
都・市・利水者

（雨水貯留機能の拡大）
雨水貯留浸透施設の整備、
田んぼやため池等の高度利
用⇒県・市、企業、住民

（氾濫範囲を減らす）
二線堤の整備、自然堤
防の保全
⇒ 国・県・市

（リスクの低いエリアへ誘導・
住まい方の工夫）
土地利用規制、誘導、移転促進
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融による誘導の検討
⇒ 市、企業、住民

土地利用と一体となっ
た遊水機能の向上
⇒ 国・県・市

（避難体制を強化する）
長期予測の技術開発、リア
ルタイム浸水・決壊把握
⇒ 国・県・市

（経済被害の最小化）
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定 ⇒企業、住民

（被災自治体の支援体制充実）
官民連携によるTEC-FORCE
の体制強化⇒ 国・企業

（住まい方の工夫）
不動産取引時の水害リスク
情報提供、金融商品を通じ
た浸水対策の促進
⇒ 企業、住民

氾濫域

河川区域

河川区域

集水域/氾濫域

治水ダムの再生集水域
利水ダムの活用

貯留
移転

二線堤整備

遊水地

氾濫域
氾濫域

（土地のリスク情報の充実）
水害リスク情報の空白地帯解
消、多段型水害リスク情報を
発信 ⇒ 国・県

（氾濫水を早く排除する）
排水門等の整備、排水強化
⇒ 国・県・市等

堤防強化

貯留施設整備

田んぼ等
高度利用
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土砂・流木の補足

社会資本整備審議会河川分科会気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 資料



治水面における適応策の検討
水害リスクカーブの活用

発生頻度を減じる適応策
主に河道掘削やダムなど
河川区域における対策

被害の大きさを減じる適応策
主に高規格堤防、流域に踏み出した対策

生起確率年

被
害
の
大
き
さ

対策なし 現状の整備水準 既往対策

被害低減

各種対策組み合わせ

・「被害」とは？

人的、経済的、環境、地
域社会、社会遺産
→多様な被害想定

低頻度大規模災害
をどこまで減じるべ
きか？

整備水準を少々
超えても被害急
増を抑える粘り
強さ

多様な対策には効果に「幅」
があるものも含まれる
気候変動の影響予測も然り
→不確実性への対応

24
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洪水対策の選択・組み合わせによる氾濫被害低減手法の研究
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氾濫への対策を明示的に織り込んだ治水計画の検討ツールとしてのリスク分析
手法を提案

流
下
能
力

Q
(m

3 /
s)

縦断距離河口 上流

現況河道

整備河道案（従来型）

流量規模（確率年）

整備河道案
（リスク考慮型）

整備計画目標

被
害
規
模

経
済

的
・
人

的
・
・
・ 最大値

（最悪の破堤
シナリオ）

平均値
（全シナリオ
の平均）

流下能力図 リスク図

流下能力
向上の効果

方針河道

→ 現況よりリスク（最大・平均とも）を大きくしないように、河道整備および
流域対策を計画する。



被
害
の
大
き
さ

生起確率年

将来

現在

被害発生プロセスの段階分けと変化要因

• 一連のプロセスを上図の５段階に分割、各モデルで算定
• 最後に５段階を集約し，右図のリスク計算結果を得る
→シナリオ：発生しうる複数箇所での氾濫発生ケース群

リスク計算結果
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設計以上の外力（超過洪水）を受けたときの
洪水氾濫リスクの評価

水害リスクの評価手法：氾濫量、人的被害、経済的被害

雨量 流量 水位 氾濫ボリューム

流
量

水
位

氾
濫
ボ
リ
ュ
ー
ム

被
害
の
大
き
さ

ダム・遊水地
雨水貯留等に
よる洪水調節

河道掘削
など

粘り強い堤防
二線堤
など

土地利用・建物工夫
災害時対応
社会人口変化
など

これらの図の縦軸と横軸を順に置き換えていく

生起確率年

雨
量

被害発生プロセスの段階分けと変化要因

降雨量の増加
（気候変動の影響）

極値統計モデル 流出解析モデル 水位計算モデル 氾濫解析モデル 氾濫被害算定モデル

将来 現在



水害リスクの評価の手引き（試行版）
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個々の対策の研究・技術開発～危機管理型ハードと河川水位予測の高度化～
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『越水による決壊までの時間を少しでも引き延ばす
構造上の工夫（堤脚補強工の例）』

①基礎工：水はねによる洗掘抑制
②のり覆工：流速を低減

危
機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策

・対策整備のための
技術的検討、手
引き作成および技
術支援

・引き続き、構造のさ
らなる工夫につい
て技術開発を実
施中

国総研の取り組み
（河川研）

国総研：構造と機能の具体化

・地整等におけるシ
ステム整備を技術
支援

・引き続き、予測精度
の改善、わかりや
すさの向上のため
の技術開発を実施

水位観測所の「点」情報 連続した「線」情報として提供

『水害リスクライン』
河川水位を見える化し、わかりやすく、きめ細かい情報を提供

現在

１時間後

【従来】水位観測所の水位情報を提供

２時間後

「点」
から
「線」
へ

氾濫の切迫度を
階層ごとに色分け

して表示

国総研の取り組み
（水循環研）社

会
全
体
で
取
り
組
む
防
災
・

減
災
対
策
の
更
な
る
強
化

洪水の頻発化への対応
～河川水位予測の高度化～


